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令和３年１２月那須塩原市議会定例会議付議事件 

 

議 案 番 号 件    名 主 管 

議案第８３号 

議案第８４号 

議案第８５号 

議案第８６号 

議案第８７号 

議案第８８号 

 

議案第８９号 

 

議案第９０号 

議案第９１号 

議案第９２号 

議案第９３号 

議案第９４号 

議案第９５号 

議案第９６号 

 

議案第９７号 

議案第９８号 

議案第９９号 

議案第100号 

議案第101号 

議案第102号 

議案第103号 

報告第２９号 

報告第３０号 

 

令和３年度那須塩原市一般会計補正予算（第８号） 

令和３年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

令和３年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

令和３年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

那須塩原市行財政改革推進計画審議会条例の制定について 

那須塩原市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定につ

いて 

那須塩原クリーンセンター長期包括運営事業者等選定委員会条例の

制定について 

那須塩原市部局設置条例の一部改正について 

那須塩原市職員定数条例の一部改正について 

那須塩原市税条例の一部改正について 

那須塩原市都市計画税条例の一部改正について 

那須塩原市手数料条例の一部改正について 

那須塩原市文化会館等条例の一部改正について 

那須塩原市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部改正につ

いて 

那須塩原市国民健康保険条例の一部改正について 

那須塩原市企業立地促進条例の一部改正について 

財産の無償譲渡について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

市道路線の認定について 

専決処分の報告について〔訴えの提起〕 

専決処分の報告について〔損害賠償の額の決定及び和解〕 

総 務 部 

保健福祉部 

保健福祉部 

保健福祉部 

企 画 部 

総 務 部 

 

市民生活部 

 

企 画 部 

総 務 部 

総 務 部 

総 務 部 

建 設 部 

教 育 部 

子ども未来部 

 

保健福祉部 

産業観光部 

教 育 部 

建 設 部 

建 設 部 

教 育 部 

建 設 部 

総 務 部 

保健福祉部 



議案 第８３号 

 

 

令和３年度那須塩原市一般会計補正予算（第８号） 

 

令和３年度那須塩原市一般会計補正予算（第８号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   
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議案 第８４号 

 

 

令和３年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

 

令和３年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提

出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８５号 

 

 

令和３年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり

提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８６号 

 

 

令和３年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

令和３年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出す

る。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８７号 

 

 

那須塩原市行財政改革推進計画審議会条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市行財政改革推進計画審議会条例 

（設置） 

第１条 市が策定する行財政改革推進計画（以下「推進計画」という。）に関し必要な

事項を審議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３

項の規定に基づき、那須塩原市行財政改革推進計画審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し答申する。 

⑴ 推進計画に関する事項 

⑵ その他市長が行財政改革の推進上必要と認める事項 

（組織） 

第３条 審議会は、行財政に関し識見を有する者のうちから、市長が委嘱する５人以

内の委員をもって組織する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
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３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。ただし、会長の職務を行

う者がいないときは、市長が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第７条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者に会議への出席を求め、その

意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、企画部企画政策課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審

議会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（那須塩原市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

２ 那須塩原市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１７年那須塩原市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

別表教育支援委員会委員の項の次に次のように加える。 

行財政改革推進計画審議会委員 日額７，４００円  
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議案 第８８号 

 

 

那須塩原市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

   那須塩原市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項

の規定に基づき、市長若しくは委員会の委員若しくは委員又は職員（同法第２４３

条の２の２第３項の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下「市長等」

という。）の市に対する損害を賠償する責任（以下「損害賠償責任」という。）の一

部を免れさせることに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （損害賠償責任の一部免責） 

第２条 市は、市長等の損害賠償責任を、市長等が職務を行うにつき善意でかつ重大

な過失がないときは、市長等が賠償の責任を負う額から、市長等に係る基準給与年

額（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７３条第１項第１号に規定

する普通地方公共団体の長等の基準給与年額をいう。）に、次の各号に掲げる市長

等の区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額について免

れさせるものとする。 

 ⑴ 市長 ６ 

 ⑵ 副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の委員又は監査委

員 ４ 

 ⑶ 公平委員会の委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員会の委員又は地

方公営企業の管理者 ２ 

 ⑷ 職員（前２号に掲げる職員を除く。） １ 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、同日以後の行為に基づく市長等の損害賠償責任

について適用する。 
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議案 第８９号 

 

 

那須塩原クリーンセンター長期包括運営事業者等選定委員会条例の制定につ

いて 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原クリーンセンター長期包括運営事業者等選定委員会条例 

（設置） 

第１条 那須塩原クリーンセンターに係る長期包括運営若しくは基幹的設備改良工

事又はその両方を行う者（以下「事業者」という。）の選定について、公平かつ公正

な審査及び評価を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の

４第３項の規定に基づき、那須塩原クリーンセンター長期包括運営事業者等選定委

員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し答申する。 

⑴ 事業者の選定の基準に関する事項 

⑵ 事業者の提案の審査に関する事項 

⑶ 事業者の選定に関する事項 

⑷ 事業者との契約に関する事項 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、事業者の決定に当たり市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 学識経験者 

⑵ 市職員 
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⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から第２条の所掌事務が終了する日までと

する。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、委員長の職務

を行う者がいないときは、市長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に会議への出席を求め、その

意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。委員の職を退いた後も

同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、市民生活部廃棄物対策課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（那須塩原市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

２ 那須塩原市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成
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１７年那須塩原市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

  別表図書館協議会委員の項の次に次のように加える。 

那須塩原クリーンセンター長期包

括運営事業者等選定委員会委員 

日額１５，０００円  
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議案 第９０号 

 

 

那須塩原市部局設置条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市部局設置条例の一部を改正する条例 

那須塩原市部局設置条例（平成１９年那須塩原市条例第３５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第９号までを１号ずつ繰

り上げる。 

第２条第１号イを削り、同号中ウをイとし、エからキまでをウからカとし、同号ク

中「男女共同参画」を「人権及び男女共同参画」に改め、同号中クをキとし、ケをク

とし、同条第２号を削り、同条第３号中シをスとし、ウからサまでをエからシとし、

イの次に次のように加える。 

ウ 組織機構に関すること。 

第２条中第３号を第２号とし、第４号から第９号までを１号ずつ繰り上げる。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第９１号 

 

 

那須塩原市職員定数条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

   那須塩原市職員定数条例の一部を改正する条例 

 那須塩原市職員定数条例（平成１７年那須塩原市条例第３０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条第１項の表中「 

６２７人 

８人 

５人 

」を「 

６７４人 

９人 

６人 

」に、「 

７人 

１３５人 

４３人 

８２８人 

」を「 

８人 

１４４人 

４４人 
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８８８人 

」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第９２号 

 

 

那須塩原市税条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市税条例の一部を改正する条例 

那須塩原市税条例（平成１７年那須塩原市条例第６４号）の一部を次のように改正

する。 

第６７条第１項中「１２月１日から同月２５日まで」を「９月１日から同月３０日

まで」に、「翌年２月１日から同月末日まで」を「１２月１日から同月２５日まで」

に改める。 

附則第１０条の２中第２５項を第２６項とし、第２４項を第２５項とし、第２３項

の次に次の１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１と

する。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第６７条第１項の改正規定は、

令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の那須塩原市税条例（以下「新条例」という。）第６

７条第１項の規定は、令和５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

４年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

第３条 新条例附則第１０条の２第２４項の規定は、令和３年４月１日以後に取得さ

れた地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第１条の規定による
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改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第４６項に規定する

雨水貯留浸透施設に対して課する令和４年度以後の年度分の固定資産税について

適用する。 
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議案 第９３号 

 

 

那須塩原市都市計画税条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市都市計画税条例の一部を改正する条例 

那須塩原市都市計画税条例（平成１７年那須塩原市条例第６５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第５条第１項中「１２月１日から同月２５日まで」を「９月１日から同月３０日ま

で」に、「翌年２月１日から同月末日まで」を「１２月１日から同月２５日まで」に

改める。 

附則第４項（見出しを含む。）中「令和３年度」を「令和５年度」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条第１項の改正規定は、令和

５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の那須塩原市都市計画税条例第５条第１項の規定は、令和

５年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 
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議案 第９４号 

 

 

   那須塩原市手数料条例の一部改正について 

 

 上記議案を提出する。 

 

  令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   

 

 

   那須塩原市手数料条例の一部を改正する条例 

 那須塩原市手数料条例（平成１７年那須塩原市条例第６７号）の一部を次のように

改正する。 

 別表第２長期優良住宅の建築等計画の認定審査手数料の項中「（長期優良住宅の普

及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第２項の規定による長期優

良住宅建築等計画の認定にあっては、当該額を当該認定の申請に係る対象住戸数で除

して得た額（その額に１０未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額））」を

削り、同項第１号中「長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に

掲げる基準に適合している旨を証する書類（」を削り、「第５条第１項に規定する登録

住宅性能評価機関が交付したものに限る。以下同じ。）」を「第６条の２第３項に規定

する確認書若しくは同条第４項に規定する住宅性能評価書又はこれらの写し」に改め、

同号ア中「１８，０００」を「１７，０００」に改め、同号イ中「共同住宅」を「共

同住宅等」に改め、同号イ（ア）中「３５，０００」を「２８，０００」に改め、同

号イ（イ）中「５７，０００」を「４３，０００」に改め、同号イ（ウ）中「１００，

０００」を「６７，０００」に改め、同号イ（エ）中「１７７，０００」を「１０６，

０００」に改め、同号イ（オ）中「３０６，０００」を「１６１，０００」に改め、

同号イ（カ）中「５６３，０００」を「２６９，０００」に改め、同号イ（キ）中「７

９０，０００」を「３３８，０００」に改め、同項中第２号を削り、同項第３号中「前

２号」を「前号」に改め、同号ア中「４５，０００」を「６３，２００」に改め、同

号イ中「共同住宅」を「共同住宅等」に改め、同号イ（ア）中「１０７，０００」を
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「１５２，３００」に改め、同号イ（イ）中「１７１，０００」を「２４２，１００」

に改め、同号イ（ウ）中「３３７，０００」を「４７９，５００」に改め、同号イ（エ）

中「６０５，０００」を「８５１，８００」に改め、同号イ（オ）中「１，０４１，

０００」を「１，４４０，３００」に改め、同号イ（カ）中「１，９２３，０００」

を「２，６３７，３００」に改め、同号イ（キ）中「２，７４２，０００」を「３，

７３９，２００」に改め、同号を第２号とし、第４号から第６号までを１号ずつ繰り

上げる。 

別表第２既存住宅に係る長期優良住宅の建築等計画の認定審査手数料の項中「（長

期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条第２項の規定による長期優良住宅建築

等計画の認定にあっては、当該額を当該認定の申請に係る対象住戸数で除して得た額

（その額に１０未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額））」を削り、同項

第１号中「長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準

に適合している旨を証する書類（」を削り、「第５条第１項に規定する登録住宅性能評

価機関が交付したものに限る。以下同じ。）」を「第６条の２第３項に規定する確認書

若しくは同条第４項に規定する住宅性能評価書又はこれらの写し」に改め、同号ア中

「２６，０００」を「２４，０００」に改め、同号イ中「共同住宅」を「共同住宅等」

に改め、同号イ（ア）中「４９，０００」を「３９，０００」に改め、同号イ（イ）

中「８０，０００」を「６１，０００」に改め、同号イ（ウ）中「１４１，０００」

を「９８，０００」に改め、同号イ（エ）中「２４７，０００」を「１５６，０００」

に改め、同号イ（オ）中「４２８，０００」を「２３８，０００」に改め、同号イ（カ）

中「７８７，０００」を「４０１，０００」に改め、同号イ（キ）中「１，１０４，

０００」を「５０４，０００」に改め、同項第２号ア中「９５，１２０」を「９４，

４００」に改め、同号イ中「共同住宅」を「共同住宅等」に改め、同号イ（ア）中「２

３４，７６０」を「２２８，２００」に改め、同号イ（イ）中「３７８，０８０」を

「３６４，６００」に改め、同号イ（ウ）中「７５７，６８０」を「７２６，１００」

に改め、同号イ（エ）中「１，３６２，６４０」を「１，２９２，３００」に改め、

同号イ（オ）中「２，３４２，８４０」を「２，１８８，３００」に改め、同号イ（カ）

中「４，３３１，５６０」を「４，０１１，２００」に改め、同号イ（キ）中「６，

１９４，０４０」を「５，６８８，３００」に改め、同項第４号中「前項第５号」を

「前項第４号」に改める。 

別表第２長期優良住宅の建築等計画の変更の認定審査手数料の項中「（長期優良住

宅の普及の促進に関する法律第８条第２項で準用する第５条第２項の規定による長

19



期優良住宅建築等計画の変更の認定にあっては、当該額を当該認定の申請に係る対象

住戸数で除して得た額（その額に１０未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額））」を削り、同項第１号中「長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１

項第１号に掲げる基準に適合している旨を証する書類」を「住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条の２第３項に規定する確認書若しくは同条第４項に規定する住

宅性能評価書又はこれらの写し」に改め、同号ア中「９，０００」を「８，５００」

に改め、同号イ中「共同住宅」を「共同住宅等」に改め、同号イ（ア）中「１７，５

００」を「１４，０００」に改め、同号イ（イ）中「２８，５００」を「２１，５０

０」に改め、同号イ（ウ）中「５０，０００」を「３３，５００」に改め、同号イ（エ）

中「８８，５００」を「５３，０００」に改め、同号イ（オ）中「１５３，０００」

を「８０，５００」に改め、同号イ（カ）中「２８１，５００」を「１３４，５００」

に改め、同号イ（キ）中「３９５，０００」を「１６９，０００」に改め、同項中第

２号を削り、同項第３号中「前２号」を「前号」に改め、同号ア中「２２，５００」

を「３１，６００」に改め、同号イ中「共同住宅」を「共同住宅等」に改め、同号イ

（ア）中「５３，５００」を「７６，１５０」に改め、同号イ（イ）中「８５，５０

０」を「１２１，０５０」に改め、同号イ（ウ）中「１６８，５００」を「２３９，

７５０」に改め、同号イ（エ）中「３０２，５００」を「４２５，９００」に改め、

同号イ（オ）中「５２０，５００」を「７２０，１５０」に改め、同号イ（カ）中「９

６１，５００」を「１，３１８，６５０」に改め、同号イ（キ）中「１，３７１，０

００」を「１，８６９，６００」に改め、同号を第２号とし、第４号を第３号とし、

第５号中「長期優良住宅の建築等計画の認定審査手数料の項第５号」を「長期優良住

宅の建築等計画の認定審査手数料の項第４号」に改め、同号を第４号とし、第６号を

第５号とする。 

別表第２既存住宅に係る長期優良住宅の建築等計画の変更の認定審査手数料の項

中「（長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第２項で準用する第５条第２項

の規定による長期優良住宅建築等計画の変更の認定にあっては、当該額を当該認定の

申請に係る対象住戸数で除して得た額（その額に１０未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた額））」を削り、同項第１号中「長期優良住宅の普及の促進に関する

法律第６条第１項第１号に掲げる基準に適合している旨を証する書類」を「住宅の品

質確保の促進等に関する法律第６条の２第３項に規定する確認書若しくは同条第４

項に規定する住宅性能評価書又はこれらの写し」に改め、同号ア中「１３，０００」

を「１２，０００」に改め、同号イ中「共同住宅」を「共同住宅等」に改め、同号イ
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（ア）中「２４，５００」を「１９，５００」に改め、同号イ（イ）中「４０，００

０」を「３０，５００」に改め、同号イ（ウ）中「７０，５００」を「４９，０００」

に改め、同号イ（エ）中「１２３，５００」を「７８，０００」に改め、同号イ（オ）

中「２１４，０００」を「１１９，０００」に改め、同号イ（カ）中「３９３，５０

０」を「２００，５００」に改め、同号イ（キ）中「５５２，０００」を「２５２，

０００」に改め、同項第２号ア中「４７，５６０」を「４７，２００」に改め、同号

イ中「共同住宅」を「共同住宅等」に改め、同号イ（ア）中「１１７，３８０」を「１

１４，１００」に改め、同号イ（イ）中「１８９，０４０」を「１８２，３００」に

改め、同号イ（ウ）中「３７８，８４０」を「３６３，０５０」に改め、同号イ（エ）

中「６８１，３２０」を「６４６，１５０」に改め、同号イ（オ）中「１，１７１，

４２０」を「１，０９４，１５０」に改め、同号イ（カ）中「２，１６５，７８０」

を「２，００５，６００」に改め、同号イ（キ）中「３，０９７，０２０」を「２，

８４４，１５０」に改め、同項第４号中「長期優良住宅の建築等計画の認定審査手数

料の項第５号」を「長期優良住宅の建築等計画の認定審査手数料の項第４号」に改め、

同項の次に次のように加える。 

認定長期優良住宅建築

等計画に基づく建築に

係る住宅の容積率の特

例許可審査手数料 

認定長期優良住宅建

築等計画に基づく建

築に係る住宅の容積

率の特例許可 

１ 件 に

つき 

１６０，０００ 

マンションの建替えに

係る容積率の特例許可

審査手数料 

要除却認定マンショ

ンの建替えに係る容

積率の特例許可 

１ 件 に

つき 

１６０，０００ 

   附 則 

 この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 
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議案 第９５号 

 

 

那須塩原市文化会館等条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市文化会館等条例の一部を改正する条例 

那須塩原市文化会館等条例（平成１７年那須塩原市条例第１０６号）の一部を次の

ように改正する。 

題名を次のように改める。 

那須塩原市文化会館条例 

第１条中「那須塩原市文化会館等」を「那須塩原市文化会館」に、「「会館等」を

「「会館」に改める。 

第２条中「会館等」を「会館」に改め、同条の表那須塩原市塩原文化会館の項を削

る。 

第２条の２第１項中「会館等」を「会館」に改め、「とし、休館日は次のとおり」

を削り、同項の表を削り、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、「及び」の次

に「前項の」を加え、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 会館の休館日は、１２月２９日から翌年１月３日までとする。 

第３条第１項及び第３項中「会館等」を「会館」に改める。 

第４条中「会館等」を「会館」に改め、同条第２号中「き損し」を「毀損し」に改

める。 

第５条中「会館等」を「会館」に改める。 

第７条第１項中「別表第１から別表第３まで」を「別表第１及び別表第２」に改め

る。 

第１０条及び第１１条第１項中「会館等」を「会館」に改める。 
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第１２条中「会館等」を「会館」に、「き損し」を「毀損し」に改める。 

第１３条第１項中「会館等の」を「会館の」に、「那須塩原市文化会館等運営委員

会」を「那須塩原市文化会館運営委員会」に改める。 

第１４条及び第１５条第１項中「会館等」を「会館」に改める。 

第１６条第１項中「那須塩原市黒磯文化会館（以下この条において「黒磯文化会館」

という。）」を「会館」に改め、同条第２項第１号から第３号まで及び第３項中「黒

磯文化会館」を「会館」に改め、同条第４項中「第２条の２第２項」を「第２条の２

第３項」に改める。 

別表第２を削り、別表第３を別表第２とする。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第９６号 

 

 

那須塩原市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部を改正する条例 

那須塩原市重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第

１３８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項に次の１号を加える。 

⑷ 精神保健福祉センターにより精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行

令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に定める１級と認定された者であ

ること。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第９７号 

 

 

那須塩原市国民健康保険条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

那須塩原市国民健康保険条例（平成１７年那須塩原市条例第１３９号）の一部を次

のように改正する。 

第８条第１項中「４０万４，０００円」を「４０万８，０００円」に、「１万６，

０００円」を「１万２，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係る那須塩原市国民健康保険条例

第８条に規定する出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 
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議案 第９８号 

 

 

那須塩原市企業立地促進条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

那須塩原市企業立地促進条例（平成２９年那須塩原市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１条中「立地」の次に「及び定着」を加える。 

第２条第３号中「平成２０年総務省令第１２５号」を「平成３１年総務省令第４６

号」に、「第５条」を「第４条」に改め、同条第４号アを次のように改める。 

ア 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本市の住民基本台

帳に記録されている者 

第２条第４号イ中「６月前」を「１２月前」に改め、同条第５号中「償却資産」の

次に「のうち操業開始の日が属する月までに取得したもの」を加え、同条第７号中「既

設の事業所を拡張し、又は既設の事業所のほかに新たに本市に事業所を設置する」を

「次に掲げるいずれかの行為をする」に改め、同号に次のように加える。 

ア 既設の事業所を増築し、又は改築（建替えを含む。）すること。 

イ 既設の事業所のほかに本市に事業所を設置すること。 

ウ 既設の事業所において、生産が増強される新たな設備を設置すること。ただ

し、既存設備の更新は除く。 

第２条第１１号中「操業開始の日が属する年度の翌年度」を「操業開始後において、

当該事業所に対し最初に課される固定資産税の納期限の属する年度」に改め、同条に

次の２号を加える。 

⑿ スマートファクトリー 情報通信技術、人工知能などのデジタル技術を活用し
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た生産性が高く効率的な工場をいう。 

⒀ カーボンニュートラル実現に資する企業 次に掲げる企業のいずれかに該当

するものをいう。 

ア 再生可能エネルギーの地産地消を行う企業 

イ 電動車（専ら電気を動力源とする自動車及び燃料電池その他先進的な技術を

用いた電池を主電源とする自動車をいう。）、蓄電池、再生可能エネルギー、水

素、半導体又は情報通信の製品を製造する企業 

ウ 二酸化炭素等を資源として捉え、有効活用する技術を用いて低炭素化を図る

製品を製造する企業 

エ スマートファクトリーの実現に向けて設備投資を行う企業 

第４条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項

の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申請は、会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号に規

定する親会社及び同条第３号に規定する子会社の関係にある企業又はこれと同等

の関係にある企業は、代表を定めて行うことができる。 

第９条第２項第１号を次のように改める。 

⑴ 企業立地促進奨励金 交付要件を満たした日又は指定事業者に対して課せ

られる固定資産税を完納した日のいずれか遅い日以後１年以内とする。 

第１３条中「第４条第２項」を「第４条第３項」に改める。 

別表企業立地促進奨励金の項を次のように改める。 

企

業

立

地

促

進

奨

励

金 

⑴ 新設の場合 次のアからウのいずれ

にも該当すること。 

ア 企業の立地に伴う基準年度の評価

額総額が１億円以上であること。 

イ 新規雇用従業員の数が次のいずれ

かに該当すること。 

（ア） ２０人以上 

（イ） ５人以上２０人未満 

ウ 企業の立地に当たり、国、地方公共

団体等から交付される補助金の額が

新たに取得した固定資産の取得額に

３分の１を乗じて得た額よりも少な

いこと。 

各 交 付

対 象 年

度 に お

け る 固

定 資 産

税 に 相

当 す る

額 と す

る。ただ

し、カー

ボ ン ニ

ュ ー ト

ラ 

⑴ 交付対象期間

は、第１号イ（ア）

に該当する場合

は基準年度及び

これに続く４年

度とし、同号イ

（イ）に該当する

場合は基準年度

及びこれに続く

２年度とする。た

だし、カーボンニ

ュートラル実現

に 
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 いこと。 

⑵ 増設又は移転の場合 次のアからウ

のいずれにも該当すること。 

ア 企業の立地に伴う基準年度の評価

額総額が５，０００万円以上であるこ

と。 

イ 新規雇用従業員の数が次のいずれ

かに該当すること。 

（ア） １０人以上 

（イ） ３人以上１０人未満 

（ウ） ２人（第４条第１項に規定する

申請の日において、市内の既設事業

所の従業員のうち、第２条第４号ウ

に規定する者が１００人未満の企

業に限る。） 

（エ） １人（第４条第１項に規定する

申請の日において、市内の既設事業

所の従業員のうち、第２条第４号ウ

に規定する者が６７人未満の企業

に限る。） 

ウ 企業の立地に当たり、国、地方公共

団体等から交付される補助金の額が

新たに取得した固定資産の取得額に

３分の１を乗じて得た額よりも少な

いこと。 

ラ ル 実

現 に 資

す る 企

業 の 最

終 年 度

に限り、

カ ー ボ

ン ニ ュ

ー ト ラ

ル 実 現

に 資 す

る た め

の 設 備

取 得 額

又 は 固

定 資 産

税 に 相

当 す る

額 の い

ず れ か

低 い 額

とする。 

に資する企業に

あっては、当該交

付対象期間に１

年度を加えるも

のとする。 

⑵ 交付対象期間

は、第２号イ（ア）

に該当する場合

は、基準年度及び

これに続く４年

度とし、同号イ

（イ）から（エ）

のいずれかに該

当する場合は基

準年度及びこれ

に続く２年度と

する。ただし、カ

ーボンニュート

ラル実現に資す

る企業にあって

は、当該交付対象

期間に１年度を

加えるものとす

る。 

別表雇用促進奨励金の項備考の欄を次のように改める。 

指定に係る事業につき、交付は１回限りとする。 

別表用地取得奨励金の項備考の欄を次のように改める。 

指定に係る事業につき、交付は１回限りとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の那須塩原市企業立地促進条例の規定は、この条例の施行

の日以後に指定の申請をする者の処分に適用し、同日前に指定を受けた者の処分に

ついては、なお従前の例による。 
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議案 第９９号 

 

 

財産の無償譲渡について 

 

次のとおり財産を無償譲渡したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

１ 財産の種類  建物（木造鉄板ぶき平家建 平成６年築） 

２ 所 在  那須塩原市関谷４４８番地１ 

３ 用 途  店舗 

４ 数 量  １棟 ２２９．３８平方メートル 

５ 評 価 額  ６，２４０，０００円 

６ 譲渡の相手方  那須塩原市○○○○ 

          ○○ ○○ 
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議案 第１００号 

 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次の

とおり指定管理者を指定することについて、議会の議決を求める。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

指定管理者に管理を行

わせる公の施設の名称 

黒磯公園 

那珂川河畔公園 

東那須野公園 

山中新田児童公園 

とようらコミュニティ公園 

厚崎さわやか広場 

沓掛二丁目公園 

前弥六南町公園 

沓掛三丁目公園 

方京一丁目公園 

方京二丁目公園 

方京三丁目公園 

大原間西一丁目第一公園 

大原間西一丁目第二公園 

いなむらふれあい公園 

戸田水辺公園 

沓掛一丁目公園 

大原間西二丁目公園 

烏ヶ森公園 
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乃木公園 

那須開墾社第二農場歴史公園 

井口公園 

大山公園 

南町児童公園 

西那須野駅前公園 

一本杉緑地 

狩野緑地 

三小前緑地 

乃木緑地 

疏水パーク 

西朝日町緑地 

八汐第一公園 

八汐第二公園 

今井公園 

関谷中央公園 

関谷第一公園 

関谷第二公園 

関谷第三公園 

指定管理者となる団体 

那須塩原市南郷屋五丁目１６３番地７６５ 

公益社団法人那須塩原市シルバー人材センター 

代表理事 青木 冨士夫 

指定の期間 令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 
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議案 第１０１号 

 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次の

とおり指定管理者を指定することについて、議会の議決を求める。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

指定管理者に管理を行

わせる公の施設の名称 

稲村団地 

若松団地 

磯原団地 

錦団地 

下厚崎団地 

鍋掛団地 

島方団地 

烏が森住宅 

南郷屋住宅 

三島住宅 

畑中住宅 

二区住宅 

塩原中塩原住宅 

塩原古町団地 

塩原八汐団地 

塩原福渡共同住宅 

塩原福美団地 

塩原前山団地 

塩原親和団地 
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指定管理者となる団体 

那須塩原市末広町５３番地 

とちぎ県北不動産業協同組合 

代表理事 後藤 壽久 

指定の期間 令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 
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議案 第１０２号 

 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次の

とおり指定管理者を指定することについて、議会の議決を求める。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎  

 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

那須塩原市にしなすの運動公園 

那須塩原市三島体育センター 

指定管理者となる団体 

栃木県宇都宮市京町１１番地１ 

株式会社極東体育施設 

代表取締役 巻嶋 貴雄 

指定の期間 令和４年４月１日から令和８年３月３１日まで 
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議案 第１０３号 

 

 

市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、那須塩原市道

路線を次のとおり認定したいので、同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

認定路線 

路線番号 路線名 起点 終点 備考 

Ｋ３０６１ 沓掛３０６１号線 沓掛二丁目 沓掛二丁目  

Ｋ３０６２ 上厚崎３０６２号線 上厚崎 上厚崎  

Ｋ３０６３ 豊浦中町縦３０６３号線 豊浦中町 豊浦中町  

Ｋ３０６４ 豊浦中町縦３０６４号線 豊浦中町 豊浦中町  

Ｋ３０６５ 住吉町３０６５号線 住吉町 住吉町  

Ｎ１５２５ 東三島１５２５号線 東三島五丁目 東三島五丁目  

Ｎ１５２６ 下永田１５２６号線 下永田七丁目 下永田七丁目  

Ｎ１５２７ 東三島１５２７号線 東三島四丁目 東三島四丁目  

Ｎ１５２８ 太夫塚１５２８号線 太夫塚二丁目 太夫塚二丁目  

Ｎ１５２９ 太夫塚１５２９号線 太夫塚二丁目 太夫塚二丁目  

Ｎ１５３０ 東三島１５３０号線 東三島五丁目 東三島五丁目  

Ｎ１５３１ 東三島１５３１号線 東三島五丁目 東三島五丁目  

Ｎ１５３２ 三島１５３２号線 三島二丁目 三島二丁目  

Ｎ１５３３ 西三島１５３３号線 西三島六丁目 西三島六丁目  

Ｎ１５３４ 太夫塚１５３４号線 太夫塚五丁目 太夫塚五丁目  

Ｎ１５３５ 下永田１５３５号線 下永田七丁目 下永田七丁目  

Ｎ１５３６ 下永田１５３６号線 下永田七丁目 下永田七丁目  

Ｎ１５３７ 下永田１５３７号線 下永田七丁目 下永田七丁目  
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報告 第２９号 

 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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専決処分 第１７号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和３年１１月 ９日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

訴えの提起について 

 

 次のとおり差押債権の納入を求める訴えを提起する。 

  

１ 相 手 方   大田原市○○○○ 

          ○○ ○○ 

２ 請求の趣旨   次に記載の金額の支払を求める。 

           ⑴ 未払差押債権  ２２７,１００円 

           ⑵ 申立手続費用    ２,６８３円 

           ⑶ 通常訴訟手続費用  ６,９００円 

３ 管轄裁判所   大田原簡易裁判所 

４ そ の 他   本件については、必要に応じ、上訴、和解その他必要な措置を

行う。 
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報告 第３０号 

 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和３年１１月２６日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   
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専決処分 第１８号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和３年１１月１２日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

令和３年６月２１日、那須塩原市○○○○地内において発生した事故による相手方

工作物の損傷について、市の義務に属する損害賠償の額を次のとおり定め、和解する。 

 

１ 損害賠償額   ６０，５００円 

２ 和解の内容   相手側の損害額は６０，５００円とし、過失割合は市側が１０

０パーセントとする。 

市は、上記損害額を相手方修理先に支払う。 

今後いかなる事情が発生しても、本件については、双方とも異 

議の申立て、訴訟等を一切しない。 

３ 相 手 方   那須塩原市○○○○ 

○○ ○○ 

那須塩原市○○○○ 

○○ ○○ 
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